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「自助・共助・公助」と「市民」による地域防災力 
－食料危機管理政策からみた災害時空白期間における相互補完的防災体制の可能性－ 
 
 本審査小委員会は、博士学位申請者青山貴洋氏からの博士（公共政策学）学位請求論文
「「自助・共助・公助」と「市民」による地域防災力 －食料危機管理政策からみた災害時
空白期間における相互補完的防災体制の可能性－」の提出を受けて、慎重に審査を行ってき
た。 
 
 
１ 本論文の主題と構成 
 
 本論文は、主として食料危機管理政策の視点を持って、災害時初期段階の時点に必要とな
る食料備蓄と避難所の運営を通して、「自助・共助・公助」の相互補完的な防災体制につい
て検討した研究である。主として2016年４月に発生した「平成28年（2016年）熊本地震」を
検討対象として、発災直後の公助の実態、自助による食料備蓄の実態、共助の実証分析とし
ての避難所運営とボランティアの当事者の証言の分析を行っている。熊本地震は被災直後
からの行政による公助の実態について詳細なデータが蓄積され公表されているが、その情
報を詳細に分析するとともに、避難所運営やボランティアからの聴き取り調査による市民
性の分析を通して、共助の実態を事実に基づいて明らかにしている。 
 本論文の目次は、以下の通りである。 
目次 
序章 －食料危機管理政策からみる災害時初期段階「空白期間」における二つの視点－ 
序-1．飽食時代の食料不足 
序-2．災害時食料危機管理政策となる「地域の食料安全保障」 
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序-2.1．「地域の食料安全保障」とは 
序-2.2．備蓄食料の種類 
序-2.3．被害レベルと期別毎の適合食料 
序-2.4．公助による食料備蓄の現実（2016 年） 
序-3．「空白期間」に要請される「自助」と「共助」 
序-4．自助・共助・公助の議論と「相互補完体制」 
序-5．育成が求められるリーダー 
序-5.1．求められるリーダーの能力と要件 
序-5.2．研修における防災人材とリーダー養成の盲点 
序-5.3．民間組織によるリーダー開発と災害時の広域的・地域的災害支援 
序-6．本稿の構成 
 
第1章「自助・共助・公助」 
－「地域防災力」の強化に向けた「自助・共助・公助」の成立－ 
1.1．「地域防災力」の法制化による強化過程 
1.1.1．隣保協同とボランティアへの期待による共助力の要請 
－阪神・淡路大震災－ 
1.1.2．「自助・共助・公助」による多様な主体の要請－東日本大震災－ 
1.2．「自助・共助・公助」成立の変遷 
1.2.1．厚生労働省・社会保障制度をめぐる自助・共助・公助 
1.2.1.1．「自助・共助・公助」概念の誕生 
1.2.1.2．「互助」から「共助」へ－「名称」変化と、「概念」変化－ 
1.2.2．防災における「自助・共助・公助」 
1.2.2.1．災害対策基本法の改正による「自助・共助・公助」の明示的採用 
1.2.2.2．災害対策基本法における「共助」の領域 
1.2.2.3．中央防災会議における「自助・共助・公助」の議論 
1.2.2.4．中央防災会議以前の国務大臣発言 
1.2.2.5．「公助」概念の整理 
1.2.2.6．中央防災会議各資料からみる「共助」概念 
1.2.2.7．防災における「互助」「共助」の混乱 
1.2.3．広領域を担う「共助」の可能性 
1.2.3.1．「公共領域」の「共助」を担う存在 
1.2.3.2．「自律した個人」と「市民」 
1.2.4．まとめ 
 
第2章 公助－食料危機管理体制の実態－ 
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2.1 「公助の備蓄」‐地域防災計画における緊急時食料供給対策の現状と課題‐ 
2.1.1．対人口比備蓄食料の現実 
2.1.1.1．総保有数と対人口比率 
2.1.1.2．2016 年からの現物主食備蓄食料対人口比率の変化 
2.1.1.3．第1 期対応食の備蓄状況 
2.1.2．米による備蓄の考え方 
2.1.3．流通備蓄の状況と第2 期以降の食料供給における安全保障 
2.1.4．「合理的備蓄体制」確立に向けて～備蓄状況把握の必要性～ 
2.1.5．「公助の備蓄」考察 
2.2．「公助の支援体制」－熊本地震の自治体対応からみる食料供給時系列検証－ 
2.2.1．熊本地震の概況と被害レベル 
2.2.1.1. 熊本地震の特徴 
2.2.1.2. 避難者数の推移 
2.2.1.3. ライフラインの復旧状況推移 
2.2.1.4. 熊本地震の被害レベル検証 
2.2.2．前震後（本震前）の熊本県内食料供給状況 
2.2.2.1. 熊本県内の現物備蓄食料 
2.2.2.2. 備蓄食料の配分と運搬 
2.2.3. 流通備蓄と支援物資等の状況 
2.2.3.1. 県対策本部の流通備蓄と支援物資 
2.2.3.2. 熊本市対策本部の流通備蓄と支援物資 
2.2.3.3. 自衛隊の生活支援活動 
2.2.3.4. 前震対応の総括 
2.2.4．本震後の熊本県内食料供給状況 
2.2.4.1. 熊本県立高校避難所の食料供給状況からみる時系列分析期間 
2.2.4.2. 熊本県災害対策本部の対応〔4 月16 日（土）～4 月22 日（金）〕 
2.2.4.3. 熊本市災害対策本部の対応〔4 月16 日（土）～4 月22 日（金）〕 
2.2.4.4. 政府によるプッシュ型支援 
2.2.5.「公助の支援体制」考察 
 
第3章 自助－なぜ家庭備蓄は進まないか－ 
3.1．自助による食料危機管理対策 
3.1.1．家庭備蓄の重要性 
3.1.2．家庭備蓄の現状 
3.2．日本人の自然観・災害観と備蓄意識 
3.3．行政等による家庭備蓄普及活動 
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3.3.1．内閣府における防災関係の普及活動 
3.3.2．防災キャンペーンと災害観による普及活動の「二重の難点」 
3.3.3．ダブル・バインド理論による情報依存の弊害 
3.4．なぜ家庭備蓄は伸びないか 
3.4.1．個人の危機管理意思決定を阻害する「負担感」と「イメージ」 
3.4.2．防災知識の「ある人」「ない人」－「備蓄」という呼称の弊害－ 
3.4.3．家庭の備蓄率向上を目指して～意外と多い家庭内食料を「管理」する～ 
3.5．「食料管理」から「備蓄」への防災意識向上 
 
第4章 共助－災害時初期段階における避難住民自治の確立に向けて－ 
4.1．分析対象範囲の確認 
4.1.1. 避難所をめぐる共助のアクター 
4.1.2．避難所と避難者の分類 
4.2．災害時初期段階における避難所の良好運営 
4.2.1．避難住民らで形成する自治組織 
4.2.2．熊本地震における避難所に関わるエピソード 
4.2.3．避難所における地域コミュニティ関与への疑問 
4.2.4．避難者だけで良好な避難所運営は成し得ない 
4.2.5．運営の責任を担うものの存在 
4.2.6．多様な避難所の特徴を形づけるもの… 
4.2.7．避難所の組織化プロセス「トライアングル・モデル」 
4.3．避難所内部による自治組織形成 
4.3.1．指定避難所の機能と運営体制 
4.3.2．指定避難所における避難所運営責任者 
4.3.3．自主避難所における運営の想定 
4.3.4．避難所自治組織の形成プロセス 
4.3.4.1．自治組織の「核」となる形成シード(seed) 
4.3.4.2．避難者の目的と避難所への段階的要求 
4.3.4.3．指定避難所の組織シード形成プロセス 
4.3.4.4．自主避難所の組織シード形成プロセス 
4.3.4.5．災害ユートピアの考察 
4.3.4.6．自治組織の形成シードと組織化への刺激 
4.3.4.7．組織維持に必要とされる「規律」と「自律」 
4.3.4.8．在宅避難のケア 
4.3.4.9．自立を促す「公助の役目」 
4.4．内部を刺激する外部の「ボランティア群」 
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4.4.1．ボランティアパターンの分類 
4.4.2．潜入型ボランティアの利点と問題点 
4.4.3．広域ボランティアによる連携 
4.4.4．広域ボランティアによるボランティア力活用の課題 
4.4.4.1．社会福祉協議会と災害ボランティア活動支援プロジェクト会議 
4.4.4.2．災害ボランティアセンター設置の空白期間と調整機能の課題 
4.5．まとめ－個人、地域、広域のボランティア連携の必要性－ 
 
第5章 「市民」－地域防災力の礎－ 
5.1. 自治体リーダーが期待する若きチカラ（御船町長との対談より） 
5.2．青年会議所とは 
5.3．一般社団法人熊本青年会議所による災害対応と青年会議所運動 
5.3.1．青年会議所の災害支援とリーダーシップ 
〔対談1〕．熊本JCの初期段階活動 
5.3.1.1．＜JC の災害支援活動－広域共助型と地域共助型の両側面－＞ 
5.3.1.2．＜JC のOJTによるリーダーシップ・デベロップメント＞ 
5.3.2．「支援と受援」～空白期間のボランティア受け入れ体制～ 
〔対談2〕．熊本JCの支援活動におけるジレンマ 
〔対談3〕≪資料≫リーダーの存在した避難所や地域について 
5.3.2.1．＜自助による共助をとおした公助への相互補完体制＞ 
5.3.3．青年会議所運動と活動‐その源泉と信条‐ 
〔対談4〕「地道な活動」と「地域貢献」のあり方 －支援の裏方－ 
5.3.3.1．＜JC 会員構成からみる「社会起業家」としての活動スタイル＞ 
5.3.3.2．＜「社会開発」と「指導者開発」の両輪運動＞ 
〔対談5〕まとめとして 
5.4．＜組織をとおして育まれる「リーダーの資質」と「公共心」＞ 
 
終章－災害時「空白期間」を乗り切るために－ 
終-1．第1章～第5章までのまとめ 
終-1.1．「第1章 自助・共助・公助」まとめ 
終-1.2．「第2章 公助」まとめ 
終-1.2.1．「公助の備蓄」（表-巻末2 の分析） 
終-1.2.2.「公助の支援体制」－熊本地震の自治体対応からみる食料供給時系列検
証－ 
終-1.3．「第3章 自助」まとめ 
終-1.4．「第4章 共助」まとめ 
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終-1.4.1．【避難所－内部－】 
終-1.4.2．【避難所－外部－】 
終-1.4.3．【災害VC の課題】 
終-1.5．「第5 章「市民」」まとめ 
終-2．地域の力を活かし、傍らに寄り添う支援－災害時相互補完的防災体制の可能性－ 
終-2.1．変化するボランティアと被災地域における支援と受援のジレンマ 
終-2.2．広域トライアングルによる連携推進のために必要な地域の力 
終-2.3．地域に寄り添う「地域力活用災害マネジメント支援」 
 
 
２ 本論文の要旨 
 本論文は、序章「食料危機管理政策からみる災害時初期段階「空白期間」における二つの
視点」、第１章「「自助・共助・公助」－「地域防災力」の強化に向けた「自助・共助・公助」
の成立－」、第２章「公助－食料危機管理体制の実態－」、第３章「自助－なぜ家庭備蓄は進
まないか－」、第４章「共助－災害時初期段階における避難住民自治の確立に向けて－」、第
５章「「市民」－地域防災力の礎－」、終章「－災害時「空白期間」を乗り切るために－」で
構成されている。 
まず序章においては、地域の食料安全保障という視点から公的備蓄が少ないという現状
から問題意識を示し、熊本地震発災直後の「災害時初期段階の空白期間」における食料危機
管理政策に必要となる「食料備蓄」と、避難者が食料配付を受けることになる「避難所」と
いう２つの観点から、「公助」「自助」「共助」の実態を予描する。これが本論文全体の構成
を示している。 
一つ目の「食料備蓄」では、「公助」において公的な現物備蓄と流通備蓄の現状と課題に
触れ、さらに実際に起きた熊本地震での自治体における供給状況を確認し、食料不足の経緯
と解消までの実態が検証されている。それにより「自助」における家庭備蓄の不可欠さが示
されるが、家庭備蓄普及率は全国で50％に満たない。そこでその原因を探り普及率向上の可
能性を追求する。 
二つ目の「避難所」については「良好運営」と「支援」の視点を軸に検証し論じられてい
る。被災という厳しい現状下でも比較的良好運営を成す避難所では早期に自治組織が形成
されていることが示され、その基礎となる避難住民で構成される「避難所自治組織」と、そ
こに関わる「支援」を「共助」に求め、この形成過程を解析し早期自治形成への可能性が示
唆されている。このとき、「空白期間」では被災しながらも地域のために支援しようとする
「地域の力」も不可欠となる。この積極的に地域に関わる人たちを「市民」と位置づけ、「地
域防災力」向上に重要なアクターとして、その活動が実例にもとづいて検証され記録されて
いる。 
第１章では、大型自然災害によって法整備されることとなった「共助」及び「自助」の要
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請に関わる成立の変遷と、「自助」「共助」「公助」用語としての３分類の用語が公式に使用
されるようになる過程、それぞれの意味する領域、定義が確認され、それぞれの概念が整理
されている。特に「共助」は厚生労働省の社会保障制度について使われる際の概念と、防災
関係に関わる際の概念に違いがあり、「共助」が使われるようになる以前から使われ、いっ
たん「共助」に置き換えられながらも現在再び併用されている「互助」概念との異同が詳細
に検討されている。その上で、「私的領域」と「公的領域」の間にある「共同領域」として
区分し、さらに共同領域内には私的領域に隣接する「互助領域」と公的機関活動の領域に差
し掛かるときに現れる「公共領域」に分化し、公的関与の度合いにより公的機関活動領域側
への比重が高まるグラデーションを図式化することにより、この３概念と互助概念を整理
している。 
第２章「公助－食料危機管理体制の実態－」では、公助となる①「公的な食料備蓄の現状」
と、実際の自治体災害対応による②「熊本地震における食料供給時系列検証」の大きく二つ
の実態について検証されている。①公的食料備蓄については、各都道府県内の公的な現物備
蓄保有数量と流通備蓄契約数量が人口に対しどの程度準備されているか、また2016 年の分
析結果から熊本地震を経てどの程度変化があるかを分析している。また、②「熊本地震にお
ける食料供給時系列検証」では、実際に食料供給不足が起きた熊本地震において、どのよう
に食料が不足し、解消されていったかを、熊本県と熊本市の両災害対策本部会議資料を基軸
として時系列的に検証を行った。これらの実態から導かれる課題について論じている。 
第３章「自助－なぜ家庭備蓄は進まないか－」では、自助による災害時危機管理の意識醸
成にかかわる分析と課題抽出、さらに解決に向けた提案が試みられている。自助の領域とな
る家庭備蓄の普及率は全国で50％に満たず少ない。この原因を、日本人の災害観や公的普及
活動による影響等を検討し、結果として個人の意識のあり方がその背景にあることを示し
ている。この意識を変えていくことに寄与する政策提案を試み、備蓄意識向上への可能性が
示されている。 
第４章「共助－災害時初期段階における避難住民自治の確立に向けて－」では、災害時初
期段階の「空白期間」に避難者への食料配布基地となる「避難所」の「良好運営」と「支援」
を軸に検証する。事例と先行研究により避難所の良好運営には自治組織の早期形成が求め
られている。そこには「避難住民の協働」を基礎に「施設管理者」と「ボランティア等の支
援者」による避難所トライアングル、さらに「行政」と「広域的な支援者」で構成される広
域トライアングルの連携によって達成されている。この基礎となる住民自治組織の形成過
程の解析をとおして「指定避難所」と「自主避難所」における必要な要素等を検証し、さら
に、避難者らで自治組織が形成されない場合に必要な刺激として、避難所トライアングル、
広域トライアングルの関わりについて、熊本地震の事例をもとに検証している。これらから
「避難住民で構成される避難所自治組織の早期成立」への可能性を示唆する。 
第５章「市民」では、第４章で確認した地域で活躍する組織として青年会議所（JC）の活
動を基軸に地域防災力向上に資する「リーダー」と「地域の共助組織」について論じている。
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青年会議所の日常的な地域問題に取り組む活動と、単年度制という「1 年の哲学」によるリ
ーダーの交代をもって「市民」が育成されてきていることを具体的な地域内ボランティア当
事者のインタビューを通して示している。このJC のリーダーとなり社会課題に取り組むス
テップの中で、地域に率先して貢献しようとする意識が現れる。災害時には組織全体で陰な
がら支援活動を実施してきた。熊本地震でもその働きがあった。また被災しながら自分たち
の地域を守ろうと支援活動を実施した地域もある。この被災しながら支援活動を行った熊
本JC 理事長と広域ボランティアの連携体として誕生したKVOAD事務局長（JC 会員）との対
談をとおして、JC等地域で貢献しようとするリーダーと市民の育成について検証し「地域防
災力」向上への可能性を示唆している。 
「終章」として、これまでの議論をまとめつつ、「地域力活用災害マネジメント支援」の
提案を試みる。災害時初期段階には早期の受援体制を実現することで被災者の支援は進む
こととなる。このために、全社協によるプッシュ型職員派遣と、事前協定によるJC等の地域
共助組織協力による早期災害ボランティアセンターの設置を行う。連絡を受けた共助組織
は事前協定による可能な活動を担当し、避難所状況と要望把握には、地域をよく知る人物が
その任にあたる。得られた情報は災害VC、都道府県VC、全国VC、地域災害対策本部、及び広
域ボランティアのネットワークと共有され、被災地域で各々が担う業務へ利活用できる体
制を築く。これら共助の連携により、公助を補完する手続きが備わる。つまり「地域防災力」
と「広域支援」の支援と受援の体制強化によって実現可能性を有する「相互補完的」な取組
の提案が示される。 
 
 
３ 本論文の特色と評価 
 本論文は、上に述べてきたように、災害時における食料危機管理の観点を軸に、「自助」
「公助」「共助」の実態を、詳細な実態把握と、聴き取り調査による当事者の意識や態度の
深い理解を踏まえた上で、３領域間のあるべき姿を論じた地域防災政策に関する幅広い研
究である。それは次のような諸点において、高く評価しうる、独自性をもった価値ある研究
である。 
 第１に、全都道府県の地域防災計画と、それにもとづく食料の公的備蓄の実情を調査し、
一覧性のある形で整理するとともに、それが実際に被災者に提供される現場においてどの
ように実効性をもつことができ、またどのように限界があるのかを、熊本地震の実例の詳細
な検討を踏まえて示していることである。熊本地震の特徴の一つとして、行政機関が発災直
後からの支援業務に関する事実情報を詳細に記録、整理し、公開していることが挙げられる
が、本研究はそれらの情報を具体的に検討しながら、特に発災直後の混乱期に何が起こり得
るのか、何が機能しないのか、また、市民の側の行動によっては何が可能であるのかを、事
実に基づいて示すことに成功している。また、前震の翌日に、より震度の大きな本震が発生
するという災害の形態のゆえに、本震の段階では、公的備蓄がいったんすべて供出された後
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となっていた。そのことにより、前震段階の分析では、一定の公的備蓄が存在する場合の実
証が可能であり、本震段階の分析では、公的備蓄が乏しい場合の実証が可能となった。全国
の都道府県の中には、災害時食料の公的備蓄が極めて少量しか備えられていない自治体も
存在することが、本研究によって明らかにされているが、そこで災害が発生した直後の状態
がどのようになるかが、熊本地震本震後の実証によって明らかにされている。まさに公助の
空白期間が発生するということが明示されている。 
 第２の特長は、公助の空白期間における被災者、避難者の生活の質を左右する自助による
家庭備蓄だが、実際には政策的な啓発活動が展開されてきているにもかかわらず、極めて低
水準にとどまっていることが実態として示されるとともに、なぜ政策的な啓発活動が功を
奏していないのかを分析し、その問題点を克服した、あるべき啓発政策のあり方が説得的に
示されていることである。災害というめったに起きない非常時にそなえる食料備蓄という
概念ではなく、家庭における日常的な食料管理を実現することが発災時に有効であること
が示され、家庭備蓄を確保して行くためのあるべき政策の方向性が明らかにされている。 
 第３に、熊本地震後に避難所のリーダーとして活躍した市民や、行政リーダー、被災地内
に在住し、自ら被災者でありつつ、ボランティアとして支援者としても行動した地域内ボラ
ンティアの担い手などへの聴き取り調査が積極的に活かされていることが、本研究の特長
である。特に被災地内ボランティアの担い手の視点から、地域外から来援するボランティア
との役割や意識の違い、外来の専門性と機動力をもちつつ地域の実情や避難者の顔を把握
していない支援者と、受援側を効果的につなぐために必要とされているものなどについて
具体的に明確にしていることが本研究の特長となっている。これまでのボランティア論で
は、主に地域外からの来援型のボランティアが研究対象となり、受援側としては被災地の行
政や社会福祉協議会などの公的機関によるコーディネーションを論じたものが多く、被災
者でありつつ支援ボランティアでもある地域内ボランティアに焦点をあてたものは希であ
った。そのような地域内ボランティアの視点を具体的に明らかにし、また、そのようなボラ
ンティアのリーダー層がどのように育成されてきたかの背景を分析することによって、被
災地域内における共助論を深めていることは、貴重な研究上の貢献であるといえよう。論文
の中では、著者自身による当事者へのインタビューが、そのままの形で紹介されている箇所
もあり、論文の記述スタイルとしては標準的とはいえない面があるが、当事者の意識を記述
するための必然性をもった表現方法であると、小委員会では評価した。 
 このように評価できる特長をもった論文ではあるが、本研究には著者自ら課題として記
述している点に加えて検討を要する問題点を指摘することができる。 
 本論文は上述のように、熊本地震を題材として、詳細に具体的事実を踏まえていることが
特長である。その事例として選択されている熊本地震は、きわめて特徴的な固有の特性を帯
びている。そのことによる研究上のメリット（たとえば前震後の本震という希な震災である
ことによって公的食料備蓄が不足している場合の実証が可能になったことなど）もあれば、
特殊性によって実証結果を一般化しにくい面も、少なくとも論理的には生じ得るはずであ
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る。ある程度その点に触れられてはいるが、事実に基づく実体的な分析を行う際には、まず
その点についての整理がより明確に説明されるべきであろう。また、被災地域内ボランティ
アの、意識や行動様式についての具体的な分析は、対談のような形式で示されることによっ
て、説得力を得ている反面、特定個人に関する共感に基づくインタビューが、本論文の分析
にとってどのように位置づけられるものであるのかの客観的な視点にたった説明がやや不
足している印象が残った。論文としての主張をより強めるためには、提示されている内容を、
あらためて客観的に位置づける記述をより厚くする必要があったのではないか。その弱点
により、本論文の実体的な内容が本来もっていた豊かさが、必ずしも十分には生かし切れな
かった面がある。 
 以上のように、課題を指摘することもできるが、審査小委員会としては、本論文がオリジ
ナリティを備えた、価値ある研究成果であり、青山氏の研究者としての研究能力を実証する
に十分な業績であると評価でき、博士（公共政策学）の学位を授与するに値する業績である
と認めるものである。 
 
 
４ 口頭試問 
 審査小委員会は、2019年7月20日に青山貴洋氏の公開審査会（口頭試問）を実施し、本論
文を中心とし、それに関連のある学識確認の試問を行った結果、同氏が博士学位の授与に値
する学識と研究能力を持っていると判定した。 
 
 
５ 結論 
 以上を踏まえ、本審査小委員会は、青山貴洋氏が、研究能力並びに学位論文に結実した研
究成果の到達度の両面において、博士（公共政策学）の学位を受けるに十分値するものと判
断した。 
以上 
 
